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第3章　諸手当関係（特地勤務手当）


８　特地勤務手当・特地勤務手当に準ずる手当
○　概要
(1) 特地勤務手当とは、山間地その他の生活の著しく不便な地に所在する一定の公署（以下「特地公署」という。）に勤務する職員に支給される手当である。
(2) 特地勤務手当に準ずる手当とは、特地公署又はこれに準ずる公署に勤務することとなった職員が異動等に伴って住居を移転し、通勤事情が相当程度改善された場合に異動等の日から一定の期間支給される手当である。
(3) 支給額は給料の月額、扶養手当及び教職調整額の合計額を基礎とし、公署の級別に応じ、次の支給割合を乗じて得た額である。
	級地
	手当額
	支給割合

	３級地
	｛現に受ける(給料の月額＋教職調整額＋扶養手当)×1/2 ＋ 異動等の日における
(給料の月額＋教職調整額＋扶養手当)×1/2｝× 支給割合
	12/100

	２級地
	
	8/100

	１級地
	
	4/100


（注１）　給料の月額=給料月額＋給料の調整額
（注２）　異動等の日における（給料の月額＋教職調整額＋扶養手当）について、その日が次のいずれかに該当する職員の場合には、それぞれ次に定める額となる。
・　異動等の日が平成15年４月１日から同年11月30日までの間であった場合は、異動等の日に係る給料の月額、教職調整額及び扶養手当について、平成15年12月１日適用の給与改定後の規定によるものとした場合の月額
・　異動等の日が平成17年４月１日から同年11月30日までの間であった場合は、異動等の日に係る給料の月額、教職調整額及び扶養手当について、平成17年12月１日適用の給与改定後の規定によるものとした場合の月額
・　異動等の日が平成21年４月１日から同年11月30日までの間であった場合は、異動等の日に係る給料の月額、教職調整額及び扶養手当について、平成21年12月１日適用の給与改定後の規定によるものとした場合の月額
・　異動等の日が平成23年４月１日から同年12月31日までの間であった場合は、異動等の日に係る給料の月額、教職調整額及び扶養手当について、平成24年１月１日適用の給与改定後の規定によるものとした場合の月額
○　関係法令

給与条例

 (特地勤務手当等)

第11条の2　山間地その他の生活が著しく不便な地に所在する公署として人事委員会規則で定めるもの(以下「特地公署」という。)に勤務する職員には、特地勤務手当を支給する。

２　特地勤務手当の月額は、給料及び扶養手当の月額の合計額の100分の25をこえない範囲内で人事委員会規則で定める。

第11条の3　職員が公署を異にして異動し、当該異動に伴つて住居を移転した場合又は職員の在勤する公署が移転し、当該移転に伴つて職員が住居を移転した場合において、当該異動の直後に在勤する公署又はその移転した公署が特地公署又は人事委員会が指定するこれらに準ずる公署(以下「準特地公署」という。)に該当するときは、当該職員には、人事委員会規則で定めるところにより、当該異動又は公署の移転の日から3年以内の期間(当該異動又は公署の移転の日から起算して3年を経過する際人事委員会の定める条件に該当する者にあつては、更に3年以内の期間)、給料及び扶養手当の月額の合計額の100分の6を超えない範囲内の月額の特地勤務手当に準ずる手当を支給する。

２　新たに特地公署又は準特地公署に該当することとなつた公署に在勤する職員のうち、前項の規定による手当を支給される職員との権衡上必要があると認められる職員には、人事委員会規則で定めるところにより、前項の規定に準じて、特地勤務手当に準ずる手当を支給する。

給特条例

第４条　（2-08-1頁参照）

給与支給規則

(特地勤務手当等)

第28条　条例第11条の2第1項の規定により定める公署(以下「特地公署」という。)は、別表第5の1の表及び2の表の上欄に掲げるもの及び任命権者があらかじめ人事委員会の承認を得て定める職員の駐在する現場事務所(以下次項において「現場事務所等」という。)とする。

２　条例第11条の2第2項の規定による特地勤務手当の月額は、特地勤務手当基礎額に、別表第5の1の表及び2の表の下欄に掲げる級別区分(現場事務所等にあつては、任命権者があらかじめ人事委員会の承認を得て定める級別区分)に応じ、次に定める支給割合を乗じて得た額(その額が現に受ける給料及び扶養手当の月額の合計額に100分の25を乗じて得た額を超えるときは、当該額)とする。

６級地　100分の25

５級地　100分の20

４級地　100分の16

３級地　100分の12

２級地　100分の8

１級地　100分の4

３　前項の特地勤務手当基礎額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める日に受けていた給料及び扶養手当の月額の合計額の2分の1に相当する額と現に受ける給料及び扶養手当の月額の合計額の2分の1に相当する額を合算した額とする。

一　職員が特地公署に勤務することとなつた場合　その勤務することとなつた日

二　職員が特地公署以外の公署に勤務することとなつた場合において、その勤務することとなつた日後に当該公署が特地公署に該当することとなつたとき　その該当することとなつた日

三　第1号、前号又はこの号の規定の適用を受けていた職員がその勤務する特地公署の移転に伴つて住居を移転した場合において、当該公署が当該移転後も引き続き特地公署に該当するとき　当該公署の移転の日

４　次の各号に掲げる職員に対する前項の規定の適用については、当該各号に定めるところによる。

一　前項各号に定める日が平成14年4月1日から同年12月31日までの間にある職員　同項中「に受けていた」とあるのは、「に係る給料及び扶養手当について職員の給与に関する条例の一部を改正する条例(平成14年福島県条例第102号)の施行の日における同条例による改正後の条例の規定によるものとした場合の」とする。

二　前項各号に定める日が平成15年4月1日から同年11月30日までの間にある職員　同項中「に受けていた」とあるのは、「に係る給料及び扶養手当について職員の給与に関する条例の一部を改正する条例(平成15年福島県条例第82号)の施行の日における同条例による改正後の条例の規定によるものとした場合の」とする。

三　前項各号に定める日が平成17年4月1日から同年11月30日までの間にある職員　同項中「に受けていた」とあるのは、「に係る給料及び扶養手当について職員の給与に関する条例の一部を改正する条例(平成17年福島県条例第128号)の施行の日における同条例による改正後の条例の規定によるものとした場合の」とする。

四　前項各号に定める日が平成21年4月1日から同年11月30日までの間にある職員(その日に平成21年減額改定対象職員(職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例(平成21年福島県条例第95号)第三条の規定による改正後の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例(平成18年福島県条例第59号)附則第7項各号に掲げる職員以外の職員をいう。)であつた者に限る。)　前項中「受けていた給料及び」とあるのは、「係る給料について職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例(平成21年福島県条例第95号。以下この項において「平成21年改正条例」という。)の施行の日における平成21年改正条例第1条の規定による改正後の条例の規定及び平成21年改正条例第3条の規定による改正後の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例(平成18年福島県条例第59号)附則第7項から第9項までの規定によるものとした場合の給料の月額並びに当該定める日に受けていた」とする。

五　前項各号に定める日が平成23年4月1日から同年12月31日までの間にある職員(その日に平成23年減額改定対象職員(職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例(平成23年福島県条例第91号)第2条の規定による改正後の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例附則第7項第2号に掲げる職員以外の職員をいう。)であつた者に限る。)　前項中「受けていた給料及び」とあるのは、「係る給料について職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例(平成23年福島県条例第91号。以下この項において「平成23年改正条例」という。)の施行の日における平成23年改正条例第1条の規定による改正後の条例の規定及び平成23年改正条例第2条の規定による改正後の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例(平成18年福島県条例第59号)附則第7項から第9項までの規定によるものとした場合の給料の月額並びに当該定める日に受けていた」とする。

５　次の各号に掲げる職員に対する第3項(前項各号の規定により読み替えて適用する場合を含む。)の規定の適用については、当該各号に定めるところによる。

一　育児短時間勤務職員等以外の職員であつて、第3項各号に定める日において育児短時間勤務職員等であつたもの　同項中「受けていた給料及び」とあるのは、「受けていた給料の月額を同日における育児短時間算出率で除して得た額及び同日に受けていた」とする。

二　育児短時間勤務職員等であつて、第3項各号に定める日において育児短時間勤務職員等以外の職員であつたもの　同項(前項各号の規定により読み替えて適用する場合を含む。)中「給料及び扶養手当の月額の合計額の2分の1に相当する額と」とあるのは、「給料の月額に育児短時間算出率を乗じて得た額及び同日に受けていた扶養手当の月額の合計額の2分の1に相当する額と」とする。

三　育児短時間勤務職員等であつて、第3項各号に定める日において育児短時間勤務職員等であつたもの　同項中「受けていた給料及び」とあるのは、「受けていた給料の月額を同日における育児短時間算出率で除して得た額に現に受ける給料に係る日における育児短時間算出率を乗じて得た額及び同日に受けていた」とする。

第28条の2　次に掲げる公署に勤務する職員には、毎年11月1日から翌年3月31日までの期間（以下「冬期」という。）以外の期間は、特地勤務手当を支給しない。

　一　別表第5の2の表の上欄に掲げるもの

　二　第28条第1項に規定する現場事務所等のうち人事委員会が定めるもの
第28条の3　条例第11条の3第1項の規定により人事委員会が指定する特地公署に準ずる公署(以下「準特地公署」という。)は、別表第6の1の表及び2の表に掲げるもの及び任命権者があらかじめ人事委員会の承認を得て定める職員の駐在する現場事務所とする。

第28条の4　条例第11条の3第1項の規定による特地勤務手当に準ずる手当の支給は、職員が公署を異にする異動又は公署の移転(以下「異動等」という。)に伴つて住居を移転した日の属する月の翌月(その日が月の初日であるときは、その日の属する月)から開始し、当該異動等の日から起算して3年(当該異動等の日から起算して3年を経過する際人事委員会の定める条件に該当する者にあつては、6年)に達する日の属する月をもつて終る。ただし、当該職員に次の各号に掲げる事由が生じた場合には、当該各号に定める日の属する月をもつてその支給は終わる。

一　職員が特地公署若しくは準特地公署以外の公署に異動した場合又は職員の在勤する公署が移転等のため特地公署若しくは準特地公署に該当しないこととなつた場合　当該異動又は移転等の日の前日

二　職員が他の特地公署若しくは準特地公署に異動し、当該異動に伴つて住居を移転した場合又は職員の在勤する公署が移転し、当該移転に伴つて職員が住居を移転した場合(当該公署が引き続き特地公署又は準特地公署に該当する場合に限る。)　住居の移転の日の前日

三　職員が離職し、又は死亡した場合　離職し、又は死亡した日の前日

２　条例第11条の3第1項の規定による特地勤務手当に準ずる手当の月額は、同項に規定する異動又は公署の移転の日に受けていた給料及び扶養手当の月額の合計額に、次の表の上欄に掲げる期間等の区分に応じ、同表の下欄に掲げる支給割合を乗じて得た額(その額が現に受ける給料及び扶養手当の月額の合計額に100分の6を乗じて得た額を超えるときは、当該額)とする。

	期間等の区分
	支給割合

	異動等の日から起算して4年に達するまでの間
	特地公署
	6級地から3級地まで
	100分の6

	
	
	2級地又は1級地
	100分の5

	
	準特地公署
	100分の4

	異動等の日から起算して4年に達した後から5年に達するまでの間
	100分の4

	異動等の日から起算して5年に達した後
	100分の2


備考　第28条の2各号に掲げる公署のうち第5項第1号に掲げる公署以外の公署に在勤する職員に対する冬期以外の期間におけるこの表の適用については、当該公署を準特地公署とみなす。

３　次の各号に掲げる職員に対する第2項の規定の適用については、当該各号に定めるところによる。

一　育児短時間勤務職員等以外の職員であつて、条例第11条の3第1項に規定する異動又は公署の移転の日において育児短時間勤務職員等であつたもの　第2項中「受けていた給料及び」とあるのは、「受けていた給料の月額を同項に規定する異動又は公署の移転の日における育児短時間算出率で除して得た額及び同日に受けていた」とする。

二　育児短時間勤務職員等であつて、条例第11条の3第1項に規定する異動又は公署の移転の日において育児短時間勤務職員等以外の職員であつたもの　第2項(前項各号の規定により読み替えて適用する場合を含む。)中「受けていた給料及び扶養手当の月額の合計額」とあるのは、「受けていた給料の月額に育児短時間算出率を乗じて得た額及び同日に受けていた扶養手当の月額の合計額」とする。

三　育児短時間勤務職員等であつて、条例第11条の3第1項に規定する異動又は公署の移転の日において育児短時間勤務職員等であつたもの　第2項中「受けていた給料及び」とあるのは、「受けていた給料の月額を同項に規定する異動又は公署の移転の日における育児短時間算出率で除して得た額に現に受ける給料に係る日における育児短時間算出率を乗じて得た額及び同日に受けていた」とする。

４　第1項の規定にかかわらず、次に掲げる公署に在勤する職員には、冬期以外の期間は、条例第11条の3第1 項の規定による特地勤務手当に準ずる手当を支給しない。

一　第28条の2各号に掲げる公署のうち人事委員会が定めるもの

二　別表第6の2の表に掲げるもの及び第28条の3に規定する現場事務所のうち人事委員会が定めるもの

第28条の5　条例第11条の3第2項の規定により特地勤務手当に準ずる手当を支給される職員は、新たに特地公署又は準特地公署に該当することとなつた公署に在勤する職員のうち、その特地公署又は準特地公署に該当することとなつた日(以下「指定日」という。)前に当該公署に異動し、当該異動に伴つて住居を移転した職員で、指定日において、当該異動の日から起算して3年を経過していないものとする。

２　前項の職員に支給する特地勤務手当に準ずる手当の支給期間及び額は、当該職員の指定日に在勤する公署が同項に規定する異動の日前に特地公署又は準特地公署に該当していたものとした場合に前条第1項から第4項までの規定により指定日以降支給されることとなる期間及び額とする。

３　第1項の規定にかかわらず、前条第5項各号に掲げる公署に在勤する職員には、冬期以外の期間は、条例第11条の3第2項の規定による特地勤務手当に準ずる手当を支給しない。

第28条の6　第28条第2項及び第3項の規定による特地勤務手当の月額又は第28条の4第2項の規定による特地勤務手当に準ずる手当の月額に1円未満の端数があるときは、それぞれその端数を切り捨てた額をもつて、これらの給与の月額とする。

第28条の7　任命権者は、人事委員会の定めるところにより、特地公署及び準特地公署の所在地における生活環境等の実情について人事委員会に報告するものとする。

第29条　特地勤務手当及び特地勤務手当に準ずる手当は、給料の支給方法に準じて支給する。

別表第5（第28条関係）（抄）

1　一年を通じて特地勤務手当が支給される公署

	特地公署名
	級別区分

	福島県立南会津高等学校

福島県立只見高等学校
	2級地

	福島県立川口高等学校
	1級地


備考　この表に掲げる公署のうち、福島県立南会津高等学校、福島県立只見高等学校、（略）については、冬期は、級別区分が3級地である公署として同表の上欄に掲げられているものとし、（略）。
別紙第6（第28条の2の関係）（抄）

1　一年を通じて特地勤務手当に準ずる手当が支給される公署

	準特地公署名

	福島県立湖南高等学校

福島県立修明高等学校鮫川校
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